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平成17年4月に発生した尼崎市列車事故

においては、発災直後から業務を一時停止

して、社長をはじめ従業員一同が所有する

資機材を活用し被災者の救出救助活動にあ

たった事業所があるなど、災害時における 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所の防災協力の重要性が改めて認識さ

れました。 

災害時における地域防災力の強化は喫緊

の課題となっており、消防団や自主防災組

織の充実・強化に努めているところですが、 
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今後、大規模地震等をはじめとする自然災

害のみならず、今回の列車事故のような大

規模事故あるいはテロ事件等への地域の対

応力を強化するためには、地域に所在する

事業所の防災協力活動が不可欠です。 

消防庁では、平成 17 年 8 月から、「災害

時における地方公共団体と事業所間の防災

協力検討会」を開催し、災害発生直後の初動

対応において地方公共団体と事業所が連携

して迅速・的確に防災対応を行うことがで 
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きる仕組みづくりについて検討を行い、同

年 12 月報告書をとりまとめました。 

この報告書では、事業所の防災協力を促

進するための方策として、「防災協力メニュ

ーの明確化」、「防災協力事業所登録制度の

導入」、「防災協力協定の締結」のほか、事業

所の防災協力を社会的に評価することによ

り「防災協力活動に対するインセンティブ

の付与」を行うこと等を提言しています。地

方公共団体等において、事業所との連携強

化を図るにあたり活用されることを期待し

ております。 

 

 

【平成17年4月尼崎市列車事故における事

業所の防災協力】 

平成17年4月に発生した兵庫県尼崎市の

列車事故では日本スピンドル製造株式会社

等の周辺事業所が、順次到着する消防・警 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

察と協力し、大破した車両から被災者の救

出、安全な場所までの誘導、応急手当、病院

への搬送を行いました。 

この際、①事業所トップの的確な判断、②

事業所としての組織力の活用、③事業所そ

れぞれの事業内容と能力に応じた活動の展

開、④行政が対応するまでの迅速な初動対

応、が行われ、事業所の防災協力が大きな成

果を上げることとなりました。 

 

 

【事業所の防災協力の重要性と現状】 

 

1.事業所の防災協力の重要性 

事業所の防災協力の重要性を整理すると

次のとおりです。 

① 災害時において、自助、公助とともに、

共助の重要性が、阪神・淡路大震災以

降、被害軽減、早期復旧には欠かせな 
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いものと認識されており、特に地域

における、住民、自主防災組織、ボラ

ンティア、事業所等が助け合う仕組

みの構築が重要である。 

②事業所は地域の防災力の担い手として、 

・地域に密着し、被災地の近くに所在す

ることから、迅速な初動対応が可能であ

る。 

・平時における事業所の活動の中で培っ

た組織力が発揮できる。 

・専門的な資機材やスキルを保有し、多

様な活動が可能である。 

といった特徴を持ち、地域の防災力強化

のカギを握っている。 
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③また、大規模災害後の地域経済の早急

な復興、ひいてはわが国の経済の迅速な

回復を図るためには、それぞれの事業所

の防災力の充実を図り、事業の継続を可

能とするだけではなく、事業所を含めた

地域の住民、自主防災組織、ボランティ

ア、NPO 及び行政の連携により、地域の

復興が効率的、効果的に行われることが

不可欠である。 

さらに、地域経済の早期復興は、その地

域に所在する事業所にとっても大きな

メリットをもたらす。 

 

2.事業所に対する防災協力意識に関するア

ンケート調査 

消防庁では、事業所の防災協力意識に関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

するアンケート調査を実施しました。 

その結果は、次のとおりです。 

①日本青年会議所会員の約 1,900 社を対

象に実施したアンケート調査によれば、

突発的な事故、または、地震・風水害の

場合の救出・救助・搬送等の防災活動へ

の協力の意思を 9 割強の事業所が持っ

ており、地域の一員としての高い意識が

うかがえます。 

②また、事業所は、災害時や事故発生時の

防災協力等やボランティア的な協力に

取り組む意義として、「企業の社会的責

任」、「地域の構成員としての貢献」を挙

げています。 

③ さらに、協力可能な防災活動とし

て事業所の回答からは、人的な協力が 
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も多く期待され、以下、物的な協力、

避難場所等の提供、負傷者等の搬送、特

殊なスキル、資機材の提供となっており、

事業所のそれぞれ得意とする分野での

防災協力活動が期待されます。 

④また、業種別に見ると、物的な協力を挙

げたのは医療、福祉、特殊なスキルの提

供を挙げたのは建設業、電気・ガス・熱

供給・水道業、避難場所等の提供を挙げ

たのは教育・学習支援業、負傷者等の搬

送を挙げたのは運輸業が も多く、事業

所それぞれの業務内容に応じた、さまざ

まな防災協力活動が期待できるものと

なっています。 

 

3.防災協力への先進的な取組 

地方公共団体による先進的な取組として、

「防災協力事業所登録制度」と「防災協力協

定」があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①防災協力事業所登録制度 

防災協力事業所登録制度とは、一部の地

方公共団体ですでに導入されている制度

で、個別の事業所がもつ能力を地域の重

要な防災力の一つであると考え、事前に

様々な業種の事業所が登録し、災害や事

故が発生した場合に、必要に応じ事業所

に協力を要請するものです。 

防災協力事業所の登録は、手続きが煩雑

な防災協力協定の締結と比べて、手続き

が簡便なことから小規模な事業所におい

ても登録が容易であり、規模を問わず、事

業所の協力が得易く、行政の対応能力を

超える分野での災害対応力の向上が期待

されます。 

また、同制度は、事業所の協力意思とと

もに地域における事業所の防災対応力を

幅広く把握でき、災害や事故発生時の

様々なニーズへの迅速かつきめ細かな対 
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応が可能となります。 

 

② 防災協力協定 

防災協力協定とは、一般的に、行政と事

業所間であらかじめ協定書や覚書を交わ

し、災害時等における事業所の協力を実

効性あるものとするためのもので、事業

所や業界団体(例えば、建設業協会、トラ

ック事業協会等)との間で包括的な協定

を結ぶという手続きによって、事業所の

責任を明確にするものです。 

事業所の責任が明確となることにより、

地方公共団体は協定を地域防災計画に位

置付けるにあたって、防災協力事業所登

録制度以上に、事業所の防災協力の実効

性を担保することが可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そのため、避難場所等の提供については、

災害時に事業所からの提供が確実に見込

めることになり、平時より地域住民への

周知が可能になるとともに、より具体的

な応急対応のための行動計画の立案が可

能となります。 
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【事業所の防災協力促進方策】 

 

事業所の防災協力を促進するにあたり、

地方公共団体及び事業所がそれぞれ以下の

取組を行うよう提言します。 

 

① 防災協力メニューの明確化 

地方公共団体として地域の特性や想

定される災害の規模・被害を考慮した

「防災協力」の具体的メニューを事業所

に提示することにより、事業所の防災活

動への参加を推進すること 

 

② 防災協力事業所登録制度導入の推進 

登録制度の導入を推進するとともに、

事業所及び地域住民に対して制度の周

知を図ること 

 

③ 防災協力協定締結の促進 

広範な業種の事業所と協定を締結す

ることにより多様な応急対応が可能に

なるため、地方公共団体と事業所間の協

定締結を促進するとともに、地域の防災

に関する問題意識を共有する関係を構

築すること 

 

④ 事業所と地方公共団体等との連携強

化 

事業所と地方公共団体等との連携強

化にあたっては、次のことが特に重要で

ある。 

・地方公共団体と登録事業所・協定事業

所間の情報共有のための連絡会を設置

し、担当者同士のみならず、首長と事業

所トップとの交流を図ること 

・防災行政無線のデジタル化やインター

ネット環境の進展を踏まえた災害時の

情報共有システムを整備すること 

・地域防災計画への記載等により地方公

共団体内においても制度の趣旨を徹底

させること 

・ボランティア、自主防災組織、NPO 等と

の連携のためのコーディネーターの育

成を進めること 

・防災協力活動中の事故、営業上の損失

に対する災害補償に関する考え方を整

理し、十分説明すること 

 

⑤ 効率・効果的な防災協力のための準

備 

事業所の防災協力活動が成功するた

めにはその組織力を活かすことが重要

であることから、平時より、防災協力の

ためのグループ編成を行うなどすると

ともに、地域の防災訓練に参加する等の

取り組みを行うこと 

 

⑥ 事業所自らの防災力の向上 

大規模災害発生時に事業所の防災協

力が迅速に行われるためには、従業員の

被害や事業所の施設の被害を 小限に

止めることが重要であることから、建物

の耐震化、住宅の耐震化の啓発、資機材

の充実、訓練の実施等の防災体制の整備

による事業所自らの防災力の向上に取

り組むこと 
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⑦ 防災協力活動に対するインセンティ

ブの付与 

事業所が防災協力活動を行うことは

その企業が社会的責任を果たすことで

あると、地域において十分評価される機

運の醸成、企業にとっても有益な SRI フ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ァンドの対象を防災分野へ拡大するこ

とや防災格付け制度の導入、地域におけ

る防災訓練に事業所が参加すること等

により平時から防災協力を促進させる

仕組みを検討すること 
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【参考】防災格付融資 

 

日本政策投資銀行では、中央防災会議に

おいて策定する企業の防災対策評価指標に

準拠した防災格付融資の創設を財務省に対

して要求しました。 

これにより評価結果に応じて「耐震・免

震・不燃化工事(建替、改修)」、「耐震診断コ 

 

 

 

 

 

スト」、「データのバックアップシステム構

築」、「防災計画(事業継続を含む)の策定・運

用コスト」、「地域連携のための防災拠点化

投資」などの事業に対し、段階的な政策優遇

金利が適用され、企業の防災対策の推進、地

域貢献としての防災協力の促進が期待され

ます。 


